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１．調査の目的 

  本調査は、近年続いている町田市内介護保険事業所における介護職員の不足状況の実

態を把握することで、今後の町田市における介護職員の確保に向けた施策の基礎資料を

得ること、及び町田市の計画策定に活用することを目的とした。  

 

２．調査対象及び回答率 

  2018 年 9 月 1 日現在、町田市内で介護職員及び訪問介護員を雇用している介護保険

事業所 331 事業所とした。全体の回答率は、53.2％であった。（表１） 

 

３．調査期間 

  2018 年 9 月 15 日～2018 年 10 月 31 日 

 

４．調査基準日 

  調査の基準日は、2018 年 9 月 30 日とし、本調査における 2018 年度とは、2017 年

10 月 1 日から 2018 年 9 月 30 日までとした。  

 

５．調査機関 

  〒195－0074 東京都町田市山崎町 2055－2 C－111 

   一般社団法人町田市介護サービスネットワーク  

   町田市介護人材開発センター  

   電話：042－851－9578 FAX：042－851－9579 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本調査は、町田市介護人材開発事業補助を受けて実施しました。 

一般社団法人町田市介護サービスネットワーク  

町田市介護人材開発センター 

 



目 次 

 

Ⅰ 概要  1 

Ⅱ 総括 6 

Ⅲ 図・表 8 

 １．雇用動向調査対象事業所数及び回答事業所数（表１） 8 

 ２．事業所を運営する法人の種類（図１） 9 

 ３．事業所の事業開始経過年数（図２） 9 

 ４．実施している介護保険の指定介護サービス事業（図３） 10 

 ５．事業所の雇用形態別・職種別従業員数（表２） 10 

 ６．介護職員確保のための方策（図４） 11 

 ７．事業所の過去１年間の採用者数（表３） 11 

 ８．事業所の１年間の離職者数（表４） 12 

 ９．過去１年間の採用者数と離職者数の増減（表５） 12 

 10．過去１年間に離職した職員の離職理由（表６） 13 

 11．３職種（訪問介護員・介護職員・看護職員）別過不足状況（図５） 14 

 12．３職種別の過不足状況（無回答を除いた事業所）(表７)  14 

 13．３職種別の採用難易状況（図６） 15 

 14．３職種別の採用難易状況（無回答を除いた事業所）(表８)  15 

 15．採用困難の原因（図７） 16 

 16．採用困難の原因（昨年度比較）（表９） 16 

 17．訪問介護員、介護職員の離職防止や定着促進の方策（図８） 17 

 18．訪問介護員、介護職員の募集方法（図９） 18 

 19．新規雇用拡大のための今後の方策（図 10） 19 

 20．外国人介護職員の雇用状況（図 11） 20 

 21．「雇用している事業所」の外国人の在留資格（表 10） 20 

 22．雇用されている外国人の出身国（表 11） 21 

 23．今後の外国人介護職員雇用の意向（図 12） 21 

 24．町田市介護人材開発センターの研修への参加状況（図 13） 22 

 25．研修に参加させた効果（図 14） 22 

 26．研修に参加させていない理由（図 15） 23 

 27．アクティブシニア介護人材バンクの知名度（図 16） 23 

 28．アクティブシニア介護人材バンクの利用（登録）状況（図 17） 24 

 29．アクティブシニア介護人材バンクの今後の利用意向（図 18） 24 

 30．町田市介護人材バンクの知名度（図 19） 25 

 31．町田市介護人材バンクの利用（登録）状況（図 20） 25 

 32．町田市介護人材バンクの今後の利用意向（図 21） 26 

 33．その他のご意見 26 

 



Ⅰ 概要 

 

１．介護職員等の雇用形態（表２） 

（１）雇用形態別について、訪問介護員では、正規職員が 20.9％（昨年度 18.9％）、非常

勤職員が 79.1％（昨年度 81.1％）であった。介護職員では、正規職員が 48.8％（昨

年度 43.4％）、非正規職員が 51.2％（昨年度 56.6％）であった。看護職員では、正規

職員が 37.1％（昨年度 33.0％）、非正規職員が 62.9％（昨年度 67.0％）であった。い

ずれの職種でも正規職員率が高くなっていた。 

 

２．過去１年間の採用率（表３） 

（１）訪問介護員の採用率は、正規職員では 32.3％（昨年度 13.9％）、非正規職員では 14.4％

（昨年度 8.28％）となり、昨年度比で採用率が上がっていた。 

（２）介護職員の採用率は、正規職員では 17.5％（昨年度 19.6％）、非正規職員では 23.5％

（昨年度 29.5％）となり、昨年度比で採用率が下がり、一層介護職員の採用が困難に

なっていることが伺える。 

（３）看護職員の採用率は、正規職員では 30.1％（昨年度 32.8％）、非正規職員では 26.4％

（昨年度 34.5％）となり、昨年度比で採用率が下がっており、看護職員においても、

一層採用が困難になっていることが伺える。 

 

３．過去１年間の離職率（表４） 

（１）訪問介護員の離職率は、正規職員では 16.7％（昨年度 7.02％）、非正規職員では 11.9％

（昨年度 7.2％）となった。雇用形態にかかわらず昨年度比で離職率が上がっている。

特に、正規職員の離職率が高くなっていた。 

（５）介護職員の離職率は、正規職員では 14.2％（昨年度 16.1％）、非正規職員では 23.4％

（昨年度 23.0％）となり、正規職員の離職率は改善していたが、非正規職員の離職率

は高止まりしていた。 

（６）看護職員の離職率は、正規職員では 23.7％（昨年度 22.7％）、非正規職員では 24.3％

（昨年度 23.6％）となった。昨年度比で離職率が上がっていた。看護職員においても、

離職に歯止めがかからない状態が続いている。 

 

４．過去 1 年間の採用者数と離職者数の増減（表５） 

（１）１年間の採用者数と離職者数を比較してみると、訪問介護員では、正規職員の採用

者数 66 人に対し離職者数 34 人と 51.5％が離職していた。非常勤職員の採用者数 126

人に対し離職者数 104 人と 85.5％が離職していた。採用人数から離職者数を引いた差

の割合（増減率）を定着率と見るなら、正規職員が 48.5％（昨年度 50％）、非正規職

員が 17.5％（昨年度 12％）となった。非正規職員（主に登録ヘルパー）の定着率が低

い。 

（２）介護職員では、正規職員の採用者数 212 人に対し離職者数 172 人と 81.1％（昨年度

82％）が離職していた。非常勤職員の採用者数 308 人に対し離職者数 307 人と 99.7％
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（昨年度 78％）が離職していた。定着率では、正規職員が 18.9％（昨年度 18％）、非

正規職員が 0.3％（昨年度 22％）となった。入れても出ていくという状態が続いてい

る。特に非常勤職員は、採用数とほぼ同数が離職していた。 

（３）看護職員では、正規職員の採用者数 47人に対し離職者数 37人と 78.7％（昨年度 69％）

が離職していた。非正規職員の採用者数 73 人に対し離職者数 67 人と 91.8％（昨年度

69％）が離職していた。定着率では、正規職員が 21.3％（昨年度 31％）、非常勤職員

が 8.2％（昨年度 31％）となった。採用者数の減少と同時に定着率も減少しており、

危機的な状況と言える。 

 

５．過去１年間に離職した職員の退職理由（表６） 

（１）訪問介護員の離職理由は、１位が「その他」41.0％（昨年度 40.6％）、２位が「病

気で続けられなくなったため」13.7％（昨年度 7.2％）、３位が「他に良い仕事・職場

があったため」10.8％（昨年度 26.1％）、４位が「親の介護のため」9.4％（昨年度 5.8）、

５位が「職場の人間関係に問題があった」6.5％（昨年度 0.0％）であった。 

（２）介護職員の離職理由は、１位が「その他」41.2％（昨年度 26.7％）、２位が「他に

良い仕事・職場があったため」10.9％（昨年度 16.8％）、３位が「職場の人間関係に

問題があった」10.1％（昨年度 10.6％）、４位が「仕事がきつく辛くなったため」9.6％

（昨年度 10.6％）、５位が「病気で続けられなくなったため」9.1％（昨年度 8.4％）

であった。 

（３）看護職員の離職理由は、１位が「その他」42.5％（昨年度 40.9％）、２位が「他に

良い仕事・職場があったため」8.5％（昨年度 10.8％）、同率で「病気で続けられなく

なったため」8.5％（昨年度 4.3％）、４位が「職場の人間関係に問題があった」7.5％

（昨年度 8.6％）、５位が「親の介護のため」6.6％（昨年度 4.3％）であった。 

（４）３職種とも高率で 1 位が「その他」であった。訪問介護員では、病気のため、親の

介護、職場の人間関係が上がっていた。介護職員では、「その他」が上昇し、病気のた

めが上がっていた。看護職員では、「その他」と親の介護が上がっていた。「他に良い

仕事・職場」、「収入が少ない」は上位には入っていない。労働環境等職場に対する複

合的な不満が退職動機として鬱積し、身体の不調や健康を損なうことで、退職につな

がると考えられる。 

 

６．事業所での従業員の職種別の過不足状況（無回答を除いた事業所の場合）（表７） 

（１））訪問介護員については、大いに不足 37.7％、やや不足 49.1％と、86.8％（昨年度

79.2％）が不足状況にあった。介護職員については、大いに不足 10.1％、やや不足

38.0％と、48.1％（昨年度 53.8％）が不足状況にあった。看護職員については、大い

に不足 5.3％、やや不足 22.3％と、27.6％（昨年度 33.0％）が不足状況にあった。 

（２）訪問介護員が前年度より不足感が増して、一層人材の不足が深刻と言える。 

 

７．事業所での採用難易状況（表８） 

（１）訪問介護員の採用については、非常に困難 52.3％、やや困難 43.2％と、95.5％（昨

年度 97.3％）が採用困難な状況であった。 
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（２）介護職員の採用については、非常に困難 29.3％、やや困難 69.0％と、98.3％（昨年

度 100.0％）が採用困難な状況であった。 

（３）看護職員の採用については、非常に困難 27.0％、やや困難 69.2％と 96.2％（昨年

度 96.9％）が採用困難な状況であった。 

（４）３職種ともに、厳しい採用困難な状況にある。 

 

８．採用困難の原因（図７、表９） 

（１）採用困難の原因として、１位が「仕事がきつい（身体的・精神的）」41.6％、２位が

「賃金が低い」30.7％、同率で「社会的評価が低い」30.7％、４位が「その他」23.8％、

５位が「雇用が不安定」18.8％であった。 

（２）「その他」として、次のような意見があった。 

・時間、収入が不安定 

・応募が少ない、慢性的な人材不足、介護職を希望する人材が少ない、労働人口の減

少、社会全体が人材不足、新卒採用が少な 

・夜勤の出来る求職者がいない 

・仕事の責任が重い 

・ヘルパーの時間が短く不安定、訪問介護という仕事に不安がある、短時間は嫌がる 

・正職希望が多くパート希望が少ない 

・安い・きつい・評価低いが世間一般に定着しており、求職者自体すくなくなってい

る 

・求人活動の不足。 

（３）１位について昨年度は「賃金が低い」であったが、今年度は「仕事がきつい」とな

った。２位について昨年度は「仕事がきつい」であったが、今年度は「賃金が低い」

となった。賃金の低さが採用困難の根本原因と捉えている。 

（４）昨年度は「休みが取りにくい」が入っていたが、今年度は「雇用が不安定」が入っ

てきた。 

（５）慢性的な人材不足が、介護の仕事は「きつく、安く、評価が低く、不安定」なイメ

ージを強化しているものと考えられる。 

 

９．訪問介護員、介護職員の離職防止や定着促進の方策（図８） 

（１）定着促進の方策について、１位が「賃金・労働時間等の労働条件」65.9％（昨年度

66.4％）、２位が「職場内の仕事上のコミュニケーション」63.6（昨年度 63.8％）、３

位が「労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞く」58.5（前年度 58.4％）、４位

が「非正規職員から正規職員への転換」56.3％（昨年度 51.7％）、５位が「能力開発

を充実」47.2％（昨年度 50.3％）であった。 

（２）昨年度同様に、賃金や労働環境の改善、仕事上のコミュニケーションを図ること等

で、働きやすい職場環境の改善に取り組んでいた。 

 

１０．現在行っている訪問介護員、介護職員の募集方法（図９） 

（１）訪問介護員の募集では、１位が「ハローワーク」24.4％、２位が「自社のホームペ
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ージ」18.2％、３位が「職員・知人」17.6％、４位が「求人・就職情報誌、求人情報

サイト」15.3％、５位が「折り込みチラシ、新聞、雑誌の広告」11.9％であった。 

（２）介護職員の募集では、１位が「ハローワーク」60.2％、２位が「求人・就職情報誌、

求人情報サイト」37.5％、３位が「職員・知人」32.4％、同率で「自社ホームページ」、

５位が「折り込みチラシ、新聞、雑誌の広告」29.0％であった。「民間の職業紹介」は

６位で 17.6％であった。 

（３）項目の順位は、昨年度とほぼ同じ傾向にあった。 

（４）その他（インターンシップ、ビラ配り、ティッシュ配布。） 

 

１１．新規雇用拡大にための今後の方策（図 10） 

（１）新規雇用拡大にための今後の方策については、１位が「自事業所のホームページの

採用情報の充実」55.7％（昨年度 46.3％）、2 位が「WEB など情報サイトを積極的活用

する」51.7％（昨年度 47.0％）、３位が「資格取得等に必要な受講料等の奨学金制度

を設ける」35.8％（昨年度 31.5％）、４位が「元気高齢者の雇用を増やす」30.7％（昨

年度 32.9％）、５位が「ワークライフバランス」22.7％であった。 

（２）新規雇用拡大の方策として、自社ホームページの採用情報の充実と、WEB など情報

サイトを積極的活用に取り組み、採用エリアを全国にシフトしている。 

（３）資格取得支援や研修の充実などの取り組みを重視している。 

（４）元気高齢者（アクティブシニア）の雇用も選択肢に入っている。 

（５）その他の意見として、障がい者雇用、外国人雇用、教育制度の充実を図るがあった。 

 

１２．外国人介護職員の雇用状況と外国人の在留資格等（図 11、表 10、表 11、図 12） 

（１）外国人介護職員の雇用状況では、「雇用している」13.6％（昨年度 10.7％）、「雇用

していない」84.7％（昨年度 87.9％）あった。昨年度より、外国人介護職員を雇用し

ている事業所が増えており、毎年増加傾向にある。 

（２）正規職員では、「日本人の配偶者など身分に基づき在留する者」37.5%（昨年度 50.0％）、

「ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく者」62.5％（昨年度 40.0％）であった。 

（３）非正規職員では、「日本人の配偶者など身分に基づき在留する者」38.1％（昨年度

50.0％）、「留学生」28.6％（昨年度 47.5％）であった。 

（４）出身国では、「フイリピン」34.0％、「中国」32.0％、「ベトナム」14.0％であった。 

  べ十ナムとインドネシアが増えてきた。その他の国として、ペルーがあった。 

（５）今後の外国人介護職員雇用の意向については、「今のところ雇用の意向はない」40.9％

（昨年度 47.3％）、「条件によっては雇用したい」38.9％（昨年度 35.9％）、「雇用に向

けて検討を始めた」4.0％（昨年度 6.9％）、「雇用に向けて具体的に着手している」

14.8％（昨年度 7.6％）であった。昨年度より、外国人介護職員雇用の意向や動きが

高まってきており、年々増加傾向にある。 

 

１３．町田市介護人材開発センターの研修への参加状況・効果等（図 13、図 14、図 15） 

（１）町田市介護人材開発センターの実施する研修参加状況について、「参加させている」

59.7％（昨年度 53.0％）、「参加させていない」37.5％（昨年度 45.0％）であった。昨
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年度より参加率が上がっている。 

（２）研修参加の効果について、「職員の質の向上になった」82.9％（昨年度 87.3％）、「他

事業所の職員と仲間やネットワークができた」57.1％（昨年度 50.6％）、「利用者満足

につながった」26.7％（昨年度 15.2％）であった。研修に参加した事業所では、第 1

に職員の質の向上を認め、昨年度より、他事業所の職員と仲間やネットワークの効果、

利用者満足への効果が増加している。その他の意見として、都心に出なくても充実し

た研修を受けられたがあった。 

（４）研修に参加させていない理由について、「参加させる人員に余裕がない」63.6％（昨

年度 61.2％）が一番多かった。２位が「研修内容が分からない」16.7％（昨年度 13.4％）

であった。３位が「研修会場が遠い」12.1％（昨年度 11.9％）であった。事業所や職

員に、研修する余裕がなくなってきていることが考えられる。その他の意見として、

研修費を出す余裕がない、時間的に余裕がない、スケジュールが合わないがあった。 

 

１４．アクティブシニア介護人材バンクの知名度と利用状況等（図 16、図 17、図 18）） 

（１）アクティブシニア介護人材バンクの知名度について、「知っている」71.0％（昨年度

61.7％）、「知らない」27.3％（昨年度 36.2％）であった。着実に周知されて来ている。 

（２）アクティブシニア介護人材バンクの利用（登録）状況については、「利用している」

20.8％（昨年度 35.9％）、「利用したことがない」79.2％（昨年度 64.1％）であった。

昨年度より、利用率が下がっていた。 

（３）アクティブシニア介護人材バンクの今後の利用意向について、「利用したい」35.4％

（昨年度 40.7％）、「利用を考えていない」62.5％（昨年度 51.9％）であった。昨年度

より利用意向が下がってきた。 

（４）アクティブシニア介護人材バンクの周知度は上がってきたにも関わらず、利用度率

や利用意向が下がっていた。 

 

１５．町田市介護人材バンクの知名度と利用状況等（図 19、図 20、図 21） 

（１）町田市介護人材バンクの知名度について、「知っている」66.5％（昨年度 51.7％）、

「知らない」32.4％（昨年度 45.6％）であった。着実に周知されてきている。 

（２）町田市介護人材バンクの利用（登録）状況について、「利用している」19.7％（昨年

度 24.7％）、「利用していない」80.3％（昨年度 72.7％）であった。 

（３）町田市介護人材バンクの今後の利用意向について、「利用したい」28.1％（昨年度

38.2％）、「利用を考えていない」64.9％（昨年度 58.8％）であった。周知されてきた

が、利用率及び利用意向が下がっていた。 
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Ⅱ 総括 

 

１．正規職員の割合が増加傾向にある 

（１）昨年度と比較して正規職員の割合が増加していた。新規採用と定着化のために正規

職員への転換が促進されているものと考えられる。 

 

２．採用率が下がり離職率が上がって、かつ定着率もが下がっており、慢性的な不足状況

にある 

（１）訪問介護員の採用では、正規職員、非正規職員ともに採用率は上がっていた。 

（２）介護職員、看護職員では、正規職員、非正規職員とも採用率が下がっていた。 

（３）離職率では、訪問介護員の正規職員が高くなっていた。サービス提供責任者等の負

担が増しているのか。介護職員の正規職員が若干下がっていた。 

（４）単純に１年間の採用数から離職数を引いた数の割合を定着率とした場合、３職種と

もに非常に定着率が低かった。昨年度と同様に、採用しても、それに近い数が離職し

ており、歯止めがきかない状況にある。 

（５）職員構成として新任職員の割合が多くなり、ベテラン職員によるＯＪＴ等の新任教

育が十分出来ない状況で、職員の負担感が増していることが考えられる。結果的に、

利用者サービスの質の低下につながることが予測される。 

（６）採用のための取り組みと同時に、定着に向けた取り組みが、一層求められている。 

 

３．訪問介護員の４割、介護職員の４割強、看護職員の４割強は、職場に居づらさを感じ

て退職意向を抱えている 

（１）退職理由として、「その他」が一番高かった。はっきりとした理由もなく退職する職

員が多いということは、常に職場への帰属意識を持てず居づらさを感じていると考え

られる。特に介護職員の伸び率が高くなっていた。 

（２）退職のきっかけとなった直接理由で高くなった項目として、訪問介護員では、「病気

のため」、「親の介護」、「職場の人間関係」が増えてきた。介護職員では、「病気のため」

が増えてきた。看護職員では、「病気のため」と「親の介護」が増えてきた。 

（３）３職種とも「病気のため」が増加していた。慢性的な人手不足の中で仕事がきつく

辛くなり、心身の不調や不健康な状態が続き、病気をきっかけに退職に至ると考えら

れる。心身の健康管理やストレスへの細かな対応が求められている。 

 

４．定着率を上げるための方策の第１番は「賃金・労働環境の改善」にある 

（１）採用困難の１番の要因に賃金が上がっている。定着促進策として１番は「賃金・労

働時間等の労働条件」が上がっている。昨年度と同様に、労働環境の改善には、まず

労働に見合った適正な賃金の確保があって、職場内の仕事上のコミュニケーションで

あるＯＪＴなどの新任職員の育成、相談しやすい人間関係、残業が少なく休みも取れ

る等の総体的な環境の整備が一層求められている。 

（２）事業所のほとんどは、労働環境や職場環境の改善など「働き方改革」は必要だと理
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解している。しかし現実的には、慢性的な人材不足状況が続き、新任職員教育や育成

が出来ず、長時間労働が続いたり休みが取れなかったりと仕事の辛さが溜まって、退

職につながるという負のスパイラルに陥っている。その状況は一層厳しさを増して、

事業者としての努力には限りがあり、途方に暮れているというのが実態である。人材

の確保及び職場定着を促進するための職場環境の改善に向けた支援が望まれている。 

 

５．外国人介護職員の雇用数と雇用意向は増えている 

（１）雇用数は増加している。そのほとんどが非正規職員でかつ、在留資格が身分に基づ

く者が多く、次いで留学生であった。出身国では、ペルーが入ってきた。 

（２）外国人の雇用に具体的に着手している事業所が倍増しており、外国人雇用や定着化

に向けた取り組みが必要になっている。 

 

６．町田市介護人材開発センターの研修参加率が上がっているが、依然人員不足により外

部研修に参加させられない状況が続いている 

（１）町田市介護人材開発センターは周知されており、研修への参加率が上がっている。

出張訪問研修が増加したこと、法令遵守研修が増加したことが挙げられる。研修の効

果として、他事業所の職員とのネットワークが増加していた。研修への参加が、利用

者満足につながっていることを実感していた。 

（２）参加していない１番の理由は、人員不足を挙げている。研修に参加させる効果は分

かっているが、人員不足で参加させられない。職員研修の必要性は感じているので、

職場内での研修への支援が高いと考えられる。研修ニーズとしては、参加型研修の絞

り込みと事業所への出張訪問研修が考えられる。 

 

７．アクティブシニア介護人材バンクと町田市介護人材バンクの知名度は、約７割で確実

に上がっているが、利用意向は逆に低下している 

（１）アクティブシニア介護人材バンクの知名度が、７割強で周知されてきた。しかし実

際の利用率が低下し、かつ利用意向も低下してきた。アクティブシニアに対する期待

度とアクティブシニアのニーズとの間にギャップがあるのか、そのギャップをどうの

ように埋めるのか検討が必要である。 

（２）町田市介護人材バンクの知名度が、７割弱まで周知されてきた。しかし実際の利用

率が低下し、かつ利用意向も低下してきた。紹介実績を上げてきているが、有資格者

の正規職員への希望が多く、そのような人材の確保が課題である。 
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Ⅲ 図・表 

 

表１ 雇用動向調査対象事業所数及び回答事業所数 

       事業所数（％）  

NO 
事業所種別  

発送事  

業所数  

回答事  

業所数  

回答率  

％ 

1 介護老人福祉施設（地域密着型・併設短期入所含）  22 14（  8.0） 63.6 

2 介護老人保健施設（併設短期入所含） 6 6（  3.4） 100.0 

3 介護療養型医療施設（併設短期入所含） 1 0（  0.0） 0.0 

4 認知症対応型共同生活介護  23 8（  4.5） 34.8 

5 特定施設入居者生活介護  38 14（ 8.0） 36.8 

6 短期入所生活介護（単独型） 1 1（  0.6） 100.0 

7 短期入所療養介護（単独型） 0 0（  0.0） 0.0 

8 通所介護（介護予防・併設認知症対応型通所介護含） 65 36（ 20.5） 55.4 

9 認知症対応型通所介護（単独型） 8 5（  2.8） 62.5 

10 地域密着型通所介護  59 32（ 18.2） 54.2 

11 通所リハビリテーション 11 5（  2.8） 45.5 

12 訪問介護  83 47（ 26.7） 56.6 

13 訪問入浴介護  5 1（  0.6） 20.0 

14 小規模多機能型居宅介護  4 3（  1.7） 75.0 

15 看護小規模多機能型居宅介護  2 1（  0.6） 50.0 

16 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  3 3（  1.7） 100.0 

 合計   331 176（100.0） 53.2 

○町田市における 2018 年 8 月 31 日現在の全介護保険事業所数は、592 事業所であった。

その内、介護職員又は訪問介護員を配置している事業所数は、331 事業所であった。回

答事業所数が 176 事業所で、回答率が 53.2％であった。事業所種別は、表１の通りであ

る。 

○事業所種別の回答率では、NO.1～7 の入所施設系事業所では 24.5％、NO.8～11 の通所

系事業所では 44.3％、NO.12、13、16 の訪問系事業所では 29.0％、NO.14,15 の小規模

多機能系では 2.3％であった。 
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図１ 事業所を運営する法人の種類 

○回答事業所の運営法人種別は、営利系の民間企業が 36.9％（昨年度 45.6％）、非営利系

の社会福祉法人が 34.18％（昨年度 24.8％）、NPO 法人が 13.1％（昨年度 12.1％）、医

療法人が 9.1％（昨年度 13.4％）であった。  

 

図２ 事業所の事業開始経過年数 

○事業運営年数では、10 年以上 54.0％、5 年以上 10 年未満が 25.0％、3 年以上 5 年未満

が 10.8％、1 年以上 3 年未満が 6.8％、1 年未満が 3.4％であった。  

 

36.9% 

34.1% 

9.1% 

13.1% 

1.7% 

0.6% 

4.5% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

民間企業 

社会福祉法人 

医療法人 

ＮＰＯ 

社団法人・財団法人 

協同組合（農協・生協） 

その他 

無回答 

問１.事業所を運営する法人の種類(n=176) 

１年未満 

3.4% 

１年以上３年未

満 

6.8% 

３年以上５年未

満 

10.8% 

５年以上10年未

満 

25.0% 

10年以上 

54.0% 

問２.事業所の事業開始経過年数(n=176) 
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図３ 実施している介護保険の指定介護サービス事業 

○回答事業所数では、通所介護が 24.8％、訪問介護が 21.5％、地域密着型通所介護が 17.4％、

特定施設入居者生活介護 11.4％、介護老人福祉施設 6.0％の順であった。  

 

表２ 事業所の雇用形態別・職種別従業員数 

（Ｎ－176）  人（％） 

職 種 正規職員 非正規職員 計 

訪問介護員 236（ 20.9） 894（ 79.1） 1,130（100.0） 

介護職員 1,252（ 48.8） 1,312（ 51.2） 2,564（100.0） 

看護職員 166（ 37.1） 282（ 62.9） 448（100.0） 

○雇用形態別について、訪問介護員では、正規職員が 20.9％（昨年度 18.9％）、非常勤職

員が 79.1％（昨年度 81.1％）であった。介護職員では、正規職員が 48.8％（昨年度 43.4％）、

非正規職員が 51.2％（昨年度 56.6％）であった。看護職員では、正規職員が 37.1％（昨

8.0% 

3.4% 

0.0% 

4.5% 

8.0% 

0.6% 

0.0% 

20.5% 

2.8% 

18.2% 

2.8% 

26.7% 

0.6% 

1.7% 

0.6% 

1.7% 

0.0% 

0% 10% 20% 30%

介護老人福祉施設（地域密着型・併設短期入所含） 

介護老人保健施設（併設短期入所含） 

介護療養型医療施設（併設短期入所含） 

認知症対応型共同生活介護 

特定施設入居者生活介護 

短期入所生活介護（単独型） 

短期入所療養介護（単独型） 

通所介護（介護予防・併設認知症対応型通所介護含） 

認知症対応型通所介護（単独型） 

地域密着型通所介護（併設認知症対応型通所介護含） 

通所リハビリテーション 

訪問介護 

訪問入浴 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

無回答 

問３.実施している介護保険の指定介護サービス事業 

(複数回答・n=176) 
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年度 33.0％）、非正規職員が 62.9％（昨年度 67.0％）であった。いずれの職種でも正規職

員率が高くなっていた。 

 

図４ 介護職員確保のための方策 

 

○介護職員の確保のために、有料職業紹介の利用が 44.3％、派遣職員の利用が 19.5％であ

った。 

 

表３ 事業所の過去 1 年間の採用者数 

     過去 1 年間（2017 年 10 月 1 日から 2018 年 9 月 30 日） 

 2017 年 9 月 30 日 

の在籍者数（人） Ａ 

過去１年間の採用人

数（人）     Ｂ 

採用率（％） 

B÷A×100 

訪問介護員 

（Ｎ－36） 

正規職員 204（ 19.0） 66（ 34.4） 32.3 

非正規職員 872（ 81.0） 126（ 65.6） 14.4 

計 1,076（100.0） 192（100.0） 17.8 

介護職員 

（Ｎ－117） 

正規職員 1,212（ 48.0） 212（ 40.8） 17.5 

非正規職員 1,311（ 52.0） 308（ 59.2） 23.5 

計 2,523（100.0） 520（100.0） 20.6 

看護職員 

（Ｎ－98） 

正規職員 156（ 36.1） 47（ 39.2） 30.1 

非正規職員 276（ 63.9） 73（ 60.8） 26.4 

計 432（100.0） 120（100.0） 27.8 

○訪問介護員の採用率は、正規職員では 32.3％（昨年度 13.9％）、非正規職員では 14.4％

（昨年度 8.2％）となり、前年度比で採用率が上がっていた。  

○介護職員の採用率は、正規職員では 17.5％（昨年度 19.6％）、非正規職員では 23.5％（昨

年度 29.5％）となり、昨年度比で採用率が下がり、一層介護職員の採用が困難になって

きたことが伺える。 

45.5% 

15.3% 

6.3% 

9.1% 

42.0% 

0% 20% 40% 60%

有料職業紹介から職員を雇用している 

派遣職員を雇用している 

学生アルバイトを雇用している 

東社協福祉人材センターを利用している 

無回答 

問５.介護職員確保のための方策(複数回答・n=176) 
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○看護職員の採用率は、正規職員では 30.1（昨年度 32.8％）、非正規職員では 26.4％（昨

年度 34.5％）となり、昨年度比で採用率が下がり、一層看職員の採用が困難になってき

たことが伺える。  

 

表４ 事業所の 1 年間の離職者数 

過去 1 年間（2017 年 10 月 1 日から 2018 年 9 月 30 日） 

 2017 年 9 月 30 日 

の在籍者数（人） Ａ 

過去１年間の離職人

数（人）     Ｂ 

離職率（％） 

B÷A×100 

訪問介護員 

正規職員 204（ 19.0） 34（ 24.6） 16.7 

非正規職員 872（ 81.0） 104（ 75.4） 11.9 

計 1,076（100.0） 138（100.0） 12.8 

介護職員 

正規職員 1,212（ 48.0） 172（ 35.9） 14.2 

非正規職員 1,311（ 52.0） 307（ 64.1） 23.4 

計 2,523（100.0） 479（100.0） 19.0 

看護職員 

正規職員 156（ 36.1） 37（ 35.6） 23.7 

非正規職員 276（ 63.9） 67（ 64.4） 24.3 

計 432（100.0） 104（100.0） 24.1 

○訪問介護員の離職率は、正規職員では 16.7％（昨年度 7.0％）、非正規職員では 11.9％（昨

年度 7.2％）となり、昨年度比で離職率が上がっていた。  

○介護職員の離職率は、正規職員では 14.2％（昨年度 16.1％）、非正規職員では 23.4％（昨

年度 23.0％）となり、正規職員の離職率は改善していたが、非正規職員の離職率は高止

まりしていた。  

○看護職員の離職率は、正規職員では 23.7％（昨年度 22.7％）、非正規職員では 24.3％（昨

年度 23.6％）となり、昨年度比で離職率が上がっていた。  

 

表５ 過去 1 年間の採用者数と離職者数の増減  

     過去 1 年間（2017 年 10 月 1 日から 2018 年 9 月 30 日） 

 過去１年間の 

採用人数 

 

過去１年間の 

離職人数 

 

採用人数と離職

人数との増減数 

（増減率） 

訪問介護員 

正規職員 66（100.0） 34（ 51.5） 32（ 48.5） 

非正規職員 126（100.0） 104（ 85.5） 22（ 17.5） 

計 192（100.0） 138（ 71.9） 54（ 28.1） 

介護職員 

正規職員 212（100.0） 172（ 81.1） 40（ 18.9） 

非正規職員 308（100.0） 307（ 99.7） 1（  0.3） 

計 520（100.0） 479（ 92.1） 41（  7.9） 

看護職 

正規職員 47（100.0） 37（ 78.7） 10（ 21.3） 

非正規職員 73（100.0） 67（ 91.8） 6（  8.2） 

計 120（100.0） 104（ 86.7） 16（ 13.3） 
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〇３職種とも、正規職員、非正規職員について、採用数が離職数を上回っており職員数は

増加していた。  

〇しかし、過去１年間の採用人数と過去１年間の離職人数の増減数の割合を定着率として

見るなら、訪問介護員の正規職員では 48.5％、非正規職員では 17.5％となった。介護職

員の正規職員では 18.9％、非正規職員では 0.3％となった。看護職員の正規職員では

21.3％、非正規職員では 8.2％となった。介護職員の定着率が極めて低い。 

 

表６ 過去１年間に離職した職員の退職理由 

 （１人の退職理由が複数ある場合は、１番強い退職理由とした） 

退職理由 訪問介護員 介護職員 看護職員 計 

収入が少なかったため 7（  5.0） 15（  3.0） 2（  1.9） 24（  3.2） 

法人や施設・事業所の理念や運営
のあり方に不満のため 

4（  2.9） 19（  3.8） 4（  3.8） 27（  3.6） 

職場の人間関係に問題があった 9（  6.5） 50（ 10.1） 8（  7.5） 67（  9.0） 

自分の将来の見込みが立たなかった
ため 

0（  0.0） 10（  2.0） 0（  0.0） 10（  1.3） 

他に良い仕事・職場があったため 15（ 10.8） 54（ 10.9） 9（  8.5） 78（ 10.5） 

新しい資格を取ったため 0（  0.0） 4（  0.8） 0（  0.0） 4（  0.5） 

結婚・出産・妊娠・育児のため 2（  1.4） 14（  2.8） 5（  4.7） 21（  2.8） 

親の介護のため 13（  9.4） 17（  3.4） 7（  6.6） 37（  5.0） 

仕事がきつく辛くなったため 5（  3.6） 46（  9.6） 5（  4.7） 56（  7.5） 

病気で続けられなくなったため 19（ 13.7） 45（  9.1） 9（  8.5） 73（  9.8） 

希望に沿った仕事ができないため 8（  5.8） 18（  3.6） 4（  3.8） 30（  4.0） 

その他 57（ 41.0） 205（ 41.2） 53（ 50.0） 315（ 42.5） 

計 139（100.0） 497（100.0） 106（100.0） 742（100.0） 

○訪問介護員の離職理由は、１位が「その他」41.0％、２位が「病気で続けられなくなっ

たため」13.7％、３位が「他に良い仕事・職場があったため」10.8％、４位が「親の介

護のため」9.4％、５位が「職場の人間関係に問題があった」6.5％であった。  

○介護職員の離職理由は、１位が「その他」41.2％、２位が「他に良い仕事・職場があっ

たため」10.9％、３位が「職場の人間関係に問題があった」10.1％、４位が「仕事がき

つく辛くなったため」9.6％、５位が「病気で続けられなくなったため」9.1％であった。 

○看護職員の離職理由は、１位が「その他」42.5％、２位が「他に良い仕事・職場があっ

たため」8.5％、同率で「病気で続けられなくなったため」8.5％、４位が「職場の人間

関係に問題があった」7.5％、５位が「親の介護のため」6.6％であった。  
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図５ 従業員の職種別の過不足状況 

 

○無回答率について、訪問介護事業所が 69.9％であった。  

 

表７ 事業所での従業員の職種別の過不足状況（無回答を除いた事業所） 

 訪問介護員 介護職員 看護職員 計 

大いに不足 20（ 37.7） 13（ 10.1） 5（  5.3） 38（ 13.8） 

やや不足 26（ 49.1） 49（ 38.0） 21（ 22.3） 96（ 34.8） 

やや満たしている 5（ 9.4） 44（ 34.2） 37（ 39.4） 86（ 31.2） 

十分満たしている 2（  3.8） 23（ 17.8） 31（ 33.0） 56（ 20.3） 

 53（100.0） 129（100.0） 94（100.0） 276（100.0） 

○訪問介護員については、大いに不足 37.7％、やや不足 49.1％と、86.8％（昨年度 79.2％）

が不足状況にあった。介護職員については、大いに不足 10.1％、やや不足 38.0％と、

48.1％（昨年度 53.8％）が不足状況にあった。看護職員については、大いに不足 5.3％、

やや不足 22.3％と、27.6％（昨年度 33.0％）が不足状況にあった。  

○訪問介護員が前年度より不足感が増して、一層人材の不足が深刻と言える。  

 

 

 

 

 

 

大いに不足 

11.4 

7.4 

2.8 

やや不足 

14.8 

27.8 

11.9 

やや 

満たしている 

2.8 

25.0 

21.0 

十分 

満たしている 

1.1 

13.1 

17.6 

無回答 

69.9 

26.7 

46.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護員(n=176) 

介護職員(n=176) 

看護職員(n=176) 

問８.SQ1.従業員の職種別の過不足状況 
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図６ 従業員の職種別の採用難易状況 

 

 

 

表８ 事業所での従業員の職種別の過不足状況で「大いに不足・やや不足」を選択し

た事業所の採用難易状況（無回答を除いた事業所） 

 訪問介護員 介護職員 看護職員 計 

非常に困難 23（ 52.3） 17（ 29.3） 7（ 27.0） 47（ 36.7） 

やや困難 19（ 43.2） 40（ 69.0） 18（ 69.2） 77（ 60.2） 

やや容易 2（  4.5） 1（  1.7） 1（  3.8） 4（  3.1） 

非常に容易 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 

 44（100.0） 58（100.0） 26（100.0） 128（100.0） 

○訪問介護員の採用については、非常に困難 52.3％、やや困難 43.2％と、95.5％（昨年度

97.3％）が採用困難な状況であった。  

○介護職員の採用については、非常に困難 29.3％、やや困難 69.0％と、98.3％（昨年度

100.0％）が採用困難な状況であった。  

○看護職員の採用については、非常に困難 27.0％、やや困難 69.2％と 96.2％（昨年度 96.9％）

が採用困難な状況であった。  

〇３職種ともに、厳しい採用困難な状況にある。  

 

 

 

非常に困難 

50.0 

27.4 

26.9 

やや困難 

41.3 

64.5 

69.2 

やや容易 

4.3 

1.6 

3.8 

非常に容易 無回答 

4.3 

6.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護員(n=46) 

介護職員(n=62) 

看護職員(n=26) 

問８.SQ2.SQ1で「1.大いに不足」「2.やや不足」を選択さ

れた場合の採用の状況 

※0％は表示しておりません 
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図７ 採用困難の原因 

 

○採用困難の原因として、１位が「仕事がきつい（身体的・精神的）」41.6％、２位が「賃

金が低い」30.7％、同率で「社会的評価が低い」30.7％、４位が「その他」23.8％、５

位が「雇用が不安定」18.8％であった。  

〇その他（時間、収入が不安定、他の福祉職に変更。応募が少ない。慢性的な人材不足。

夜勤の出来る求職者がいない。介護職を希望する人材が少ない。収入が不安定。責任が

重い。労働人口の減少。ヘルパーの時間が短く不安定。求人活動の不足。訪問介護とい

う仕事に不安がある。社会全体が人材不足。新卒採用が少ない。正職希望が多くパート

希望が少ない。応募者がすくなく、短時間は嫌がる。安い・きつい・評価低いが世間一

般に定着しており、求職者自体すくなくなっている。） 

 

表９ 採用困難の原因（昨年度比較） 

位 2017 年度 ％ 2018 年度 ％ 

１ 賃金が安い 38.9 仕事がきつい 41.6 

２ 仕事がきつい 35.8 賃金が安い 30.7 

３ 社会的評価が低い 31.6 社会的評価が低い 30.7 

４ その他 31.6 その他 23.8 

５ 休みが取りにくい 15.8 雇用が不安定 18.8 

〇１位について昨年度は「賃金が低い」であったが、今年度は「仕事がきつい」となった。

２位について昨年度は「仕事がきつい」であったが、今年度は「賃金が低い」となった。  

〇昨年度は「休みが取りにくい」が入っていたが、今年度は「雇用が不安定」が入ってき

た。 

3.0% 

7.9% 

9.9% 

18.8% 

5.0% 

30.7% 

41.6% 

30.7% 

23.8% 

7.9% 

7.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

労働時間が長い 

夜勤が多い 

休みが取りにくい 

雇用が不安定 

キャリアアップの機会が不十分 

賃金が低い 

仕事がきつい（身体的・精神的） 

社会的評価が低い 

その他 

分からない 

無回答 

問９.問8.SQ2で「１.非常に困難、２.やや困難」を選択され

た場合の「採用が困難である」原因(複数回答・n=101) 
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〇慢性的な人材不足が、介護の仕事は「きつく、安く、評価が低く、不安定」なイメージ

を強化しているものと考えられる。  

 

図８ 訪問介護員、介護職員の離職防止や定着促進の方策 

 

○定着促進の方策について、１位が「賃金・労働時間等の労働条件」65.9％（昨年度 66.4％）、

65.9% 

44.9% 

25.0% 

43.2% 

56.3% 

33.0% 

47.2% 

30.1% 

58.5% 

36.4% 

43.2% 

34.1% 

63.6% 

44.9% 

43.2% 

31.3% 

29.5% 

11.9% 

30.1% 

2.3% 

2.3% 

1.7% 

0% 20% 40% 60% 80%

賃金・労働時間等の労働条件（休暇をとりやすくすること

も含める）を改善している 

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している 

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している 

キャリアに応じた給与体系を整備している 

非正規職員から正規職員への転換の機会を設けている 

新人の指導担当・アドバイザーを置いている 

能力開発を充実させている（社内研修実施、社外講習等

の受講・資格取得支援等） 

管理者・リーダー層の部下育成や、やる気を引き出す教

育研修に力を入れている 

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いて、ワーク

ライフバランスに配慮している 

仕事内容の希望を聞いている（持ち場の移動など） 

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている（メンタル

ヘルス対策を含む） 

健康対策や健康管理に力を入れている 

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図って

いる（定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等） 

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有す

る機会を設けている 

業務改善や業務省略化、効率化等による働きやすい職

場作りに力を入れている 

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている（カラ

オケ、ボーリングなどの同好会、親睦会等の実施を含む） 

職場環境を整えている（休憩室、談話室、出社時に座れ

る席の確保等） 

子育て支援を行っている（子供預かり所を設けている。保

育費用支援等） 

定年の延長、廃止 

その他 

特に方策はとっていない 

無回答 

問10.訪問介護員、介護職員の離職防止や定着促進

を図るための方策(複数回答・n=176) 
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２位が「職場内の仕事上のコミュニケーション」63.6（昨年度 63.8％）、３位が「労働

時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞く」58.5（前年度 58.4％）、４位が「非正規職

員から正規職員への転換」56.3％（昨年度 51.7％）、５位が「能力開発を充実」47.2％

（昨年度 50.3％）であった。  

〇昨年度同様に、賃金や労働環境の改善、仕事上のコミュニケーションを図ること等で、

働きやすい職場環境の改善に取り組んでいた。  

 

図９ 訪問介護員、介護職員の募集方法 

 

○訪問介護員の募集では、１位が「ハローワーク」24.4％、２位が「自社のホームページ」

18.2％、３位が「職員・知人」17.6％、４位が「求人・就職情報誌、求人情報サイト」

15.3％、５位が「折り込みチラシ、新聞、雑誌の広告」11.9％であった。  

○介護職員の募集では、１位が「ハローワーク」60.2％、２位が「求人・就職情報誌、求

人情報サイト」37.5％、３位が「職員・知人」32.4％、同率で「自社ホームページ」、５

位が「折り込みチラシ、新聞、雑誌の広告」29.0％であった。「民間の職業紹介」は６位

24.4 

1.7 

0.6 

15.3 

11.9 

9.7 

5.1 

17.6 

0.6 

1.7 

18.2 

6.3 

0.0 

2.3 

60.2 

6.3 

5.1 

37.5 

29.0 

9.1 

9.7 

32.4 

2.3 

2.8 

32.4 

17.6 

0.6 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80%

ハローワーク 

福祉人材センター（Web含む） 

学校・養成施設等での進路指導 

求人・就職情報誌、求人情報サイト 

折り込みチラシ、新聞、雑誌の広告 

看板・張り紙、吊るし広告 

就職セミナー（就職説明会） 

職員・知人を通じて 

ボランティア、実習生を勧誘 

ホームヘルパー等養成講座修了者を勧誘 

自社のホームページ 

民間の職業紹介 

行政広報誌（市報、区報等） 

その他 

問11.訪問介護員、介護職員の募集方法（無回答除

く） 

訪問介護員(n=176) 

介護職員(n=176) 
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で 17.6％であった。 

〇項目の順位は、昨年度とほぼ同じ傾向にあった。  

〇その他（インターンシップ、ビラ配り、ティッシュ配布。） 

 

図１０ 新規雇用拡大にための今後の方策 

 

○新規雇用拡大にための今後の方策については、１位が「自事業所のホームページの採用

情報の充実」55.7％（昨年度 46.3％）、2 位が「WEB など情報サイトを積極的活用する」

51.7％（昨年度 47.0％）、３位が「資格取得等に必要な受講料等の奨学金制度を設ける」

35.8％（昨年度 31.5％）、４位が「元気高齢者の雇用を増やす」30.7％（昨年度 32.9％）、

５位が「ワークライフバランス」22.7％であった。  

〇新規雇用拡大の方策として、自社ホームページの採用情報の充実と、WEB など情報サ

イトを積極的活用に取り組み、採用エリアを全国にシフトしている。  

〇資格取得支援や研修の充実などの取り組みを重視している。  

〇元気高齢者（アクティブシニア）の雇用も選択肢に入っている。  

〇その他（障がい者雇用、外国人雇用、教育制度の充実を図る。） 

 

 

 

 

8.5% 

12.5% 

51.7% 

55.7% 

30.7% 

10.8% 

35.8% 

4.5% 

22.7% 

7.4% 

6.3% 

0% 20% 40% 60%

住宅確保の支援、あるいは家賃の補助を行う 

募集エリアを関東から他県に拡大して募集活動を行う 

WEBなど情報サイトを積極的に活用する 

自事業所のホームページの採用情報を充実させる 

元気高齢者の雇用を増やす 

介護実習の受け入れを拡大する 

資格取得等に必要な受講料等の奨学金制度を設ける 

施設内保育、施設内託児室などを設ける 

ワークライフバランスに配慮し、夜勤専従など求職者

の希望に沿った多様な勤務形態を整える 

その他 

無回答 

問12.新規雇用を拡大するための今後の方策(n=176) 
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図１１ 外国人介護職員の雇用状況 

 

○外国人介護職員の雇用状況では、「雇用している」13.6％（昨年度 10.7％）、「雇用して

いない」84.7％（昨年度 87.9％）あった。昨年度より、外国人介護職員を雇用している

事業所が増えており、毎年増加傾向にある。  

 

 

表１０ 問 14 で「1.雇用している」とお答えした事業所の外国人の在留資格  

在留資格 正規職員 非正規職員 計 

日本人の配偶者など身分に基づき在留する者  3（ 37.5） 16（ 38.1） 19（ 38.0） 

ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく者  5（ 62.5） 1（  2.4） 6（ 12.0） 

留学生 0（  0.0） 12（ 28.6） 12（ 24.0） 

介護技能実習制度に基づく者  0（  0.0） 1（  2.4） 1（  2.0） 

その他 0（ 10.0） 12（ 28.6） 12（ 24.0） 

計 8（100.0） 42（100.0） 50（100.0） 

○正規職員では、「日本人の配偶者など身分に基づき在留する者」37.5%（昨年度 50.0％）、

「ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく者」62.5％（昨年度 40.0％）であった。  

○非正規職員では、「日本人の配偶者など身分に基づき在留する者」38.1％（昨年度 50.0％）、

「留学生」28.6％（昨年度 47.5％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

雇用して

いる 

13.6% 

雇用していない 

84.7% 

無回答 

1.7% 

問13.外国人介護職員の雇用(n=176) 
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表１１ 問 14 で「1.雇用している」とお答えした事業所の外国人の出身国  

出身国 人数（％） 前年度 

フイリピン 17（ 34.0） 22（ 44.0） 

ベトナム 7（ 14.0） 4（  80.） 

中国 16（ 32.0） 17（ 34.0） 

インドネシア 5（ 10.0） 0（  0.0） 

韓国 2（  4.0） 3（  6.0） 

その他 3（  6.0） 4（  8.0） 

   50（100.0） 50(100.0) 

○出身国では、「フイリピン」34.0％、「中国」32.0％、「ベトナム」14.0％であった。  

 べ十ナムとインドネシアが増えてきた。  

〇その他（ペルー。）  

 

図１２ 今後の外国人介護職員雇用の意向 

 

○今後の外国人介護職員雇用の意向については、「今のところ雇用の意向はない」40.9％（昨

年度 47.3％）、「条件によっては雇用したい」38.9％（昨年度 35.9％）、「雇用に向けて検

討を始めた」4.0％（昨年度 6.9％）、「雇用に向けて具体的に着手している」14.8％（昨

年度 7.6％）であった。昨年度より、外国人介護職員雇用の意向や動きが高まってきて

おり、年々増加傾向にある。  

 

 

 

 

 

 

雇用に向けて具

体的に着手（動

きだ）している 

14.8% 

雇用に向けて検

討をはじめた 

4.0% 

条件によっては

雇用を検討した

い 

38.9% 

今のところ雇用

の意向はない 

40.9% 

無回答 

1.3% 

問13.SQ3.今後の外国人介護職員の雇用意向

(n=149) 
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図１３ 町田市介護人材開発センターの研修への参加状況 

 

○町田市介護人材開発センターの実施する研修参加状況について、「参加させている」

59.7％（昨年度 53.0％）、「参加させていない」37.5％（昨年度 45.0％）であった。昨年

度より参加率が上がっている。  

 

図１４ 研修に参加させた効果 

 

○研修参加の効果について、「職員の質の向上になった」82.9％（昨年度 87.3％）、「他事

業所の職員と仲間やネットワークができた」57.1％（昨年度 50.6％）、「利用者満足につな

がった」26.7％（昨年度 15.2％）であった。研修に参加した事業所では、第 1 に職員の質

の向上を認め、昨年度より、他事業所の職員と仲間やネットワークの効果、利用者満足へ

の効果が増加している。 

〇その他（都心に出なくても充実した研修を受けられた。）  

研修に参加させ

ている 

59.7% 

研修に参加させ

ていない 

37.5% 

無回答 

2.8% 

問14.職員の当センター研修等への参加(n=176) 

82.9% 

26.7% 

57.1% 

3.8% 

0.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員の質の向上になった 

利用者の満足につながった 

他事業所の職員と仲間やネットワークができた 

その他 

無回答 

問14.SQ1.当センター研修に参加させた効果 

(複数回答・n=105) 
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図１５ 研修に参加させていない理由 

 

○研修に参加させていない理由について、「参加させる人員に余裕がない」63.6％（昨年度

61.2％）が一番多かった。２位が「研修内容が分からない」16.7％（昨年度 13.4％）で

あった。３位が「研修会場が遠い」12.1％（昨年度 11.9％）であった。事業所や職員に、

研修する余裕がなくなってきていることが考えられる。  

〇その他（研修費を出す余裕がない。時間的に余裕がない。スケジュールが合わない。） 

 

図１６ アクティブシニア介護人材バンクの知名度 

 

○アクティブシニア介護人材バンクの知名度について、「知っている」71.0％（昨年度

61.7％）、「知らない」27.3％（昨年度 36.2％）であった。着実に周知されて来ている。 

 

7.6% 

16.7% 

12.1% 

63.6% 

22.7% 

1.5% 

0% 20% 40% 60% 80%

自事業所の研修で充分である 

どのような研修内容が実施されているのかわから

ない 

研修会場が遠い 

参加させる人員に余裕がない 

その他 

無回答 

問14.SQ2.当センター研修に参加させていない理由 

(複数回答・n=66) 

知っている 

71.0% 

知らない 

27.3% 

無回答 

1.7% 

問15.アクティブシニア介護人材バンクについて

(n=176) 
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図１７ アクティブシニア介護人材バンクの利用（登録）状況 

 

○アクティブシニア介護人材バンクの利用（登録）状況については、「利用している」20.8％

（昨年度 35.9％）、「利用したことがない」79.2％（昨年度 64.1％）であった。昨年度より、

利用率が下がっていた。 

 

図１８ アクティブシニア介護人材バンクの今後の利用意向 

 

○アクティブシニア介護人材バンクの今後の利用意向について、「利用したい」35.4％（昨

年度 40.7％）、「利用を考えていない」62.5％（昨年度 51.9％）であった。昨年度より利

用意向が下がってきた。 

〇アクティブシニア介護人材バンクの周知度は上がってきたにも関わらず、利用度率や利

用意向が下がっていた。 

利用（登録）

している 

20.8% 

利用したことが

ない 

79.2% 

無回答 

0.0% 

問15.SQ-1.アクティブシニア介護人材バンクの 

利用や登録(n=125) 

利用（登録）し

たい 

35.4% 
特に利用を考え

ていない 

62.5% 

無回答 

2.1% 

問15.SQ-2.アクティブシニア介護人材バンクの 

今後の利用の意向(n=48) 
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図１９ 町田市介護人材バンクの知名度 

 

○町田市介護人材バンクの知名度について、「知っている」66.5％（昨年度 51.7％）、「知

らない」32.4％（昨年度 45.6％）であった。着実に周知されてきている。  

 

図２０ 町田市介護人材バンクの利用（登録）状況 

 

○町田市介護人材バンクの利用（登録）状況について、「利用している」19.7％（昨年度

24.7％）、「利用していない」80.3％（昨年度 72.7％）であった。 

 

 

 

 

知っている 

66.5% 

知らない 

32.4% 

無回答 

1.1% 

問16.町田市介護人材バンクについて(n=176) 

利用（登

録）して

いる 

19.7% 

利用したことが

ない 

80.3% 

無回答 

0.0% 

問16.SQ-1.町田市介護人材バンクの 

利用や登録(n=117) 
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図２１ 町田市介護人材バンクの今後の利用意向 

 

○町田市介護人材バンクの今後の利用意向について、「利用したい」28.1％（昨年度 38.2％）、

「利用を考えていない」64.9％（昨年度 58.8％）であった。周知されてきたが、利用率

及び利用意向が下がっていた。  

 

 

その他のご意見 

01.介護職員も集まらない状況で、訪問介護員をやろうという有資格者がいない。  

02.生活費を必要とせず、レベルの高い介護技術、マナーを身に着けた人材に出会えるこ

とは‘奇跡’である。  

03.問 14～問 16 について、雇用については本部にて行っているため不明である。  

04.アクティブシニア介護人材バンクに大変興味があります。利用登録方法を教えて欲し

い。 

05.本年度入職した介護人材７名は、すべて口コミでの入職である。母親が入職し、その

娘さんも入職、また妻が入職し、その後夫が入職するなどある。広告からの入職した

職員はいないのが現状である。  

06.研修、会議など現場職員にも参加させたいため、日中（13 時～14 時）等の検討をお

願いしたい。有資格者の確保が、経営存続への死活問題の事業所多くある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

利用（登録）し

たい 

28.1% 

特に利用を考え

ていない 

64.9% 

無回答 

7.0% 

問16.SQ-2.町田市介護人材バンクの 

今後の利用の意向(n=57) 
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